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 平成１７年１１月２２日付けで認定を受けた地域再生計画について下記の通り変更したいので、地

域再生計画法第７条第１項の規定に基づき、認定を申請します。 

 

記 

 

１ 変更事項 

 認定を受けた「松浦市」について、平成１８年１月１日付けで市町村合併により法人格が消滅し、

新たに「松浦市」となった。 

この合併に伴い「旧福島町」区域を新たに地域再生計画の区域とする。 

 

２ 変更事項の内容 

  別紙新旧対照表のとおり 



 

変 更 前 変 更 後 

４．地域再生計画の目標 

 日本有数のアジ・サバの水揚げ量を有する水産

基地や石炭専焼火力発電所を擁する県北地域の

中核都市である。 

 ～（略）～ 

 しかしながら、水環境保全の指標の１つであ

る、平成 16 年度の全国汚水処理人口普及率

（79.4％）、長崎県汚水処理人口普及率（67.1％）

に比して、本地域の普及率は20.9％に留まってい

る。 

～（略）～ 

（目標１）汚水処理施設の整備促進 

 （汚水処理人口普及率を２１％（平成 16年度）

から４０％（平成 20 年度：公共下水道一部供用

開始年度）へ向上） 

 ～（略）～ 

（目標３）水環境の改善による人口定着 

 （人口２１，０００人台を維持） 

４．地域再生計画の目標 

 日本有数のアジ・サバの水揚げ量を有する水産

基地や石炭専焼火力発電所、LPG基地を擁する県

北地域の中核都市である。 

 ～（略）～ 

 しかしながら、水環境保全の指標の１つであ

る、平成 16 年度の全国汚水処理人口普及率

（79.4％）、長崎県汚水処理人口普及率（67.1％）

に比して、本地域の普及率は24.0％に留まってい

る。 

～（略）～ 

（目標１）汚水処理施設の整備促進 

 （汚水処理人口普及率を２４％（平成 16年度）

から４２％（平成 20 年度：公共下水道一部供用

開始年度）へ向上） 

～（略）～ 

（目標３）水環境の改善による人口定着 

 （人口２７，０００人台を維持） 

５．目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

 浄化槽設置整備事業（個人設置型）については、

平成３年度から事業に着手しており、現在は公共

下水道事業認可区域外を事業区域として年間 

３０基程度を整備している。 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う

事業 

 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 

～（略）～ 

 

５．目標を達成するために行う事業 

５－１ 全体の概要 

 浄化槽設置整備事業（個人設置型）については、

平成３年度から事業に着手しており、現在は公共

下水道事業認可区域外を事業区域として年間 

３５基程度を整備している。 

５－２ 法第４章の特別の措置を適用して行う

事業 

 汚水処理施設整備交付金を活用する事業 

～（略）～ 

 



 

変 更 前 変 更 後 

［整備量］ 

～（略）～ 

 ・浄化槽（個人設置型） 

   計画人口  ５７０人 

   整備規模  ５人槽：１０基（Ｈ１７年度

１０基） 

７人槽：１３０基 （Ｈ１７

年度２０基、Ｈ１８年度３０

基、Ｈ１９年度３０基、Ｈ２

０年度３０基、Ｈ２１年度２

０基） 

１０人槽：５基（Ｈ１７年度

５基） 

～（略）～ 

［事業費］ 

～（略）～ 

・浄化槽（個人設置型）事業費 

 ５９，５６５千円 

    （うち、交付金  １９，８５５千円）

・合計   事業費  ５４０，５６５千円

    （うち、交付金 ２６０，３５５千円）

 

［整備量］ 

～（略）～ 

 ・浄化槽（個人設置型） 

   計画人口  ６９４人 

   整備規模  １７７基

 

 

 

 

 

 

 

 

～（略）～ 

［事業費］ 

～（略）～ 

・浄化槽（個人設置型）事業費 

            ７２，４８９千円 

    （うち、交付金  ２４，１６３千円）

 ・合計   事業費  ５５３，４８９千円

    （うち、交付金 ２６４，６６３千円）

 

 


